
建設関連業等の動態調査における民間競争入札実施要項(案) 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18年法律第 51号。以下、「法」

という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる利

益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その

実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させること

により、国民のため、より良質かつ低廉なサービスを実現することを目指すものである。 

前記を踏まえ、国土交通省は、公共サービス改革基本方針（平成 20年 12 月 19 日改定を閣

議決定）別表において民間競争入札の対象として選定された建設関連業等の動態調査に係る

統計調査関連業務について、公共サービス改革基本方針に従って、本実施要項を定めるもの

とする。 

 

１ 建設関連業等の動態調査の概要 

  建設関連業等の動態調査は、測量業、建設コンサルタント、地質調査業、建築設計業務、

建設機械器具リース業、重仮設リース業、軽仮設リース業の活動の動向を迅速、的確に把

握し、建設関連業に関する施策の基礎資料とするとともに、建設活動の先行指標又は一致

指標として建設行政に資することを目的とする。 

  

(1) 調査の対象 

  測量業、建設コンサルタント、地質調査業、建築設計業務、建設機械器具リース業、

重仮設リース業、軽仮設リース業の各業界団体の会員名簿を母集団名簿とし、各母集団

毎に年間売上高の上位の会社で、国土交通省が指定した会社。 

 

(2) 調査方法 

調査は、調査対象者へ調査票を送付し、回収する方法により実施する。 

ただし、調査票は、電子メール又は国土交通省のオンラインシステムによって報告す

ることも可能であり、この場合、調査対象者への調査票の送付は、郵送に代え、電子メ

ールにより送信する。 

 

(3) 調査客体数 

測量業・建設コンサルタント・地質調査業：それぞれ 50社  

建築設計業務：90社 

建設機械器具リース業：50社 

重仮設リース業：12社 

軽仮設リース業：15社 

 

(4) 調査時期 

調査の基準日：毎月末 

調査期間：毎月 

調査票の提出期限：翌月 15日 

 

(5) 調査事項 

① 測量業・建設コンサルタント・地質調査業 

・発注者別及び業務の目的別、契約件数及び契約金額 

・事業所の月末の従業者数 

・事業所の月間売上高 
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② 建築設計業務 

・建築主別、使途及び利用関係別、業務件数、概算延床面積、概算住宅戸数及び工

事費概算額  

・事業所の月末の従業者数 

・事業所の月間売上高 

   ③ 建設機械器具リース業 

・工事種類別賃貸売上高 

・主要品目別の月間稼働延べ台数及び月末総保有台数 

・事業所の月末の従業者数 

・事業所の月間売上高 

④ 重仮設リース業・軽仮設リース業 

・工事種類別賃貸売上高 

・主要品目別の月末稼働量及び月末総保有台数 

・事業所の月末の従業者数 

・事業所の月間売上高 

    

   注： 「事業所の月末の従業者数」及び「事業所の月間売上高」については、「サービ

ス産業動向調査」（総務省）の調査事項であるが、調査対象者の負担軽減から本調

査の調査票と兼ねて実施。 

 

２ 建設関連業等の動態調査に係る請負業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保され

るべき質 

 

 (1) 建設関連業等の動態調査に係る請負業務の内容 

請負業務は、以下の業務とする。 

調査関係用品の印刷、調査関係用品の送付、調査票の回収・督促、照会対応、調査票

審査、集計、推定、結果表の作成に係る業務 

 

① 業務期間 

平成 22年 4月 1日から平成 25年 3月 29日まで（平成 22年３月実績分調査から平成

25年２月実績分調査）とする。 

（上記に係る予算措置については、平成 22年度予算要求中（３ヶ年国庫債務負担行為）で

あり、本入札に係る落札及び契約締結は、当該業務に係る平成 22年度予算が成立し、予

算示達がなされることを条件とする。） 

 

② 国土交通省からの貸与物件 

  本調査における国土交通省からの貸与物件は以下ア～オのとおりである。物件の貸与

は契約締結後に適宜行う。貸与した物件は業務完了後に必ず国土交通省に返却すること。

なお、貸与物件の見本を入札説明会において提示する。 

ア 調査対象名簿 

イ 調査対象名簿の更新情報（平成 22･23･24 年度分） 

ウ 調査票データ（平成 21年度分） 

エ 調査関係用品印刷原稿 

オ 報告書及び概要版報告書（平成 21年度分） 

 

③ 業務内容 

この実施要項に基づき請負業務を実施する事業者（以下「民間事業者」という。）が実

2



施する業務（以下「本業務」という。）のうち、本調査に係る業務は以下のとおりであ

る。 

なお、ここに示す業務内容は最低限の要求事項であり、各業務について適正かつ確実

に行う工夫を求めるとともに、イ～エの業務については、より良質かつ低廉なサービス

を実現する観点から、民間事業者の創意工夫を求める（入札の際は、業務実施の具体的

な方法について、民間事業者の創意工夫による提案は、業務提案書（5(2)③参照）に記

載する。）。 

本調査の調査手順は、作業順序に従い、次の５工程とする。（別紙３参照） 

・ 調査関係用品の印刷 

   ・ 調査関係用品の送付 

   ・ 調査票の回収・督促 

   ・ 調査票審査、照会対応 

   ・ 集計、推定、結果表の作成 

 

ア 調査関係用品の印刷 

  調査票、依頼文書、結果表及び調査用封筒（配布用（角２）・回収用（長３）、片

面）の印刷を実施すること。 

  なお、「結果表」は、本調査結果の公表資料であり、国土交通省が提供する印刷原

稿を基に、毎月印刷する。 

 

     <関連業>     <調査票>  <依頼文書> <結果表>  <調査対象者数> 
     測量業          A4 両面 1枚  A4 片面 1枚  A4 片面 7枚      ５０社 

         建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ       〃           〃         〃         ５０社 

         地質調査業          〃          〃          〃           ５０社 

         建築設計業務        〃           〃          〃           ９０社 

          建設機械器具ﾘｰｽ業  〃       〃    A4 片面 2 枚       ５０社 
     重仮設ﾘｰｽ業         〃           〃          〃            １２社 
     軽仮設ﾘｰｽ業         〃           〃          〃            １５社 

 

イ 調査関係用品の送付 

配布用封筒に調査票、依頼文書、結果表及び回収用封筒を封入し、国土交通省が

指定する調査対象者に、毎月月初めに郵送により配布し、調査協力依頼を行うこと。

ただし、オンライン申請システム等（電子メールを含む）を用いて提出する調査対

象者については、郵送ではなく電子メール等を用いた調査票の配布とする。 

なお、調査協力依頼については、回収率及び記入精度を向上させる観点から、民

間事業者の創意工夫を求める。 

 

   ウ 調査票の回収・督促 

調査票の回収は郵送及び国土交通省が有するオンライン申請システム等により行

うものとし、毎月 15 日までに調査票の返送がなかった調査対象者に対して、督促

を行うこと。ただし、オンライン申請システムにより調査票を回収する場合は、国

土交通省からオンライン申請システムによる回答内容の提供を受け、回答がなかっ

た調査対象者に対して督促を行う。 

  なお、督促については、目標回収率を確保する観点から、民間事業者の創意工夫

を求める。 
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エ 調査票審査及び照会対応 

  回収された調査票の記入内容の漏れ、誤記、調査項目間の整合性等の確認を行い、

記載内容に疑義がある場合には、調査票記入者に対して、電話、ファクシミリ又は

電子メールにより問い合わせを行い、必要に応じて所要の修正を行うこと。 

  また、調査対象者からの調査内容等に関する照会に適宜対応すること。 

  なお、照会対応については、効果的に実施する観点から、民間事業者の創意工夫

を求める。 

オ 集計、推定及び結果表の作成 

  審査を終了した調査票のデータ入力を行い、入力内容に誤りがないか確認した上、

以下の集計事項１について、調査項目毎の集計を行い、対象母集団の全数推定、前

年同月の共通回答会社による比の作成を行い、結果表を作成すること。 

なお、全数推定は、調査対象月の提出された調査票の数値の合計に、全調査対象

者の年間売上高の合計と、調査票が提出された調査対象者の年間売上高の合計の比

を乗じることにより求めるものとする。 

また、以下の集計事項２については調査票を入力したデータをもとに一覧表を作

成する。 

    (ⅰ)集計事項１ 

     ・測量業、建設コンサルタント及び地質調査業：発注者別、国内海外別の件数 

及び受注高 

          ・建設設計業務：建築主別及び使途別の延べ床面積 

・建設機械器具リース業：工事種類別分類施主別賃貸売上高と 

主要品目の月間稼働延べ台数及び月末総保有台数 

      

・重仮設リース業及び軽仮設リース業：工事種類別分類施主別賃貸売上高と 

                       主要品目の月末稼働量及び月末総保有量 

    （ⅱ）集計事項２ 

       すべての建設関連業等における従業者数及び月間売上高  

 

   カ その他 

     本調査については、毎年度（4 月実績分の調査から）調査対象者の選定（業種毎

に年間売上高の上位会社を抽出）を行うこととしていることから、調査対象者の一

部変更を行う場合がある。 

 

④ 情報セキュリティの管理 

  民間事業者は、国土交通省情報セキュリティポリシーを遵守し、情報セキュリティを

確保するものとする。特に下記の点に留意すること。 

  ア 民間事業者は、国土交通省から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機

密性の格付けに応じて適切に取り扱われるための措置を講ずること。 

 

  イ 民間事業者は、国土交通省情報セキュリティポリシーの履行が不十分とみなされ

るとき又は民間事業者において請負業務に係る情報セキュリティ事故が発生したと

きは、必要に応じて国土交通省の行う情報セキュリティ監査を受け入れること。 

 

  ウ 民間事業者は、国土交通省から提供された要機密情報が業務終了等により不要に

なった場合には、確実に返却し又は廃棄すること。 
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 ⑤ 納入物件 

以下ア～ウを国土交通省総合政策局情報安全・調査課建設統計室に、毎月 23 日（23

日が土曜、日曜、祝祭日の場合はその前日）までに納入すること。 

ア 建設関連業等の動態調査結果表（一覧表を含む）の内容を収録した電子媒体（CD-R

等）及びこの内容を出力した計算出力用紙 

イ 調査票 

ウ 調査票の内容を収録した電子媒体（CD-R 等）及びこの内容を出力した計算出力用

紙    

 

(2) 請負業務に関する留意事項 

① 民間事業者は本業務を実施するために、調査関係書類を厳重に管理する環境、電話設

備、ＦＡＸ、インターネット、パソコン等の必要な設備と場所等を用意する。なお、国

土交通省オンライン申請システムについては、この限りでない。 

 

② 民間事業者は「建設関連業等の動態調査事務局」という名称を用いて調査関係用品の

送付、調査票の回収・督促、照会対応を実施する。なお、この名称及び国土交通省の請

負者である旨は、調査客体へ送付する「依頼文」に明記する。 

 

③ 民間事業者は、請負業務の適切な実施を確保するために、国土交通省との連絡・調整

を行う担当者を設置すること。担当者は業務履行時間内（平日の 9:30～18:15）におい

ては、速やかに国土交通省と連絡・調整が取れる状態を保つこととし、国土交通省との

連絡・調整はこの担当者を経ることとする。 

 

(3) 業務遂行に当たり確保されるべき質 

本業務の遂行に当たって、確保されるべき質として求められるものは以下のとおりで

ある。 

① 目標回収率 

本調査において、各月の調査票の回収率が 80％を上回らなければならない（ただし、

結果精度を維持する観点から督促が必要な調査客体を国土交通省が指定する場合があ

る。）。このため、調査協力依頼及び督促については、これが効果的に行われなければな

らない。また、照会対応については、これが適切に行わなければならない。 

 

② 結果の正確性 

本調査において、一連の業務を通して、各月の結果の正確性が確保されなければなら

ない。このため、各調査の各工程において、本要項及び契約に基づき遂行することとさ

れた業務が適正かつ確実に履行されなければならない。 

 

(4) 契約金額の支払いについて 

契約金額の支払いについては、落札者の決定後、落札者と国土交通省が協議を行い、調

査及び年度ごとに契約金の支払額を決定する。 

国土交通省は、８(1)の報告及び２(1)⑤の納入物件に基づき、業務の適正かつ確実な実

施がなされたことを確認した後、所定の金額を支払う。業務遂行後の確認ができない限り

支払いは行わない。 

 

 

３ 契約期間 

契約期間は、平成22年4月１日（契約締結後）から平成25年3月29日までとする。 
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（上記に係る予算措置については、平成 22年度予算要求中（３ヶ年国庫債務負担行為）で

あり、本入札に係る落札及び契約締結は、当該業務に係る平成 22年度予算が成立し、予

算示達がなされることを条件とする。） 

 

４ 民間競争入札に参加する者に必要な資格 

(1) 法第 15条において準用する法第 10条各号（第 11号を除く。）に該当する者でないこと。 

(2) 予算決算及び会計令（昭和 22年勅令第 165 号。以下「予決令」という。）第 70条の規定

に該当しないものであること。（なお、未成年者又は被補助人であって、契約締結のために

必要な同意を得ているものは、同条中、特別な理由がある場合に該当する。） 

 

(3) 予決令第 71条の規定に該当しない者であること。 

 

(4) 国土交通省所管の物品等調達契約に係る指名停止等の取扱いについて（平成 14年 10 月

29 日付け国官会第 1562 号）に基づく指名停止を受けている期間中の者でないこと。 

 

(5) 国土交通省競争参加資格（全省統一資格）の「役務の提供等」の調査・研究において「Ａ」

～「Ｃ」の等級に格付けされているものであること。 

 

(6) 建設業、測量業、建設コンサルタント、地質調査業、建設設計業、建設機械器具リース

業、重仮設リース業、及び軽仮設リース業を営んでいないこと。  

 

(7) 本実施事項に記載する事項のとおり役務を実施・完了することができることを証明した

者であること。なお、この場合の証明とは、落札者として決定された民間事業者との間で

締結される法第 20条第１項の契約（以下「本契約」という。）を締結することとなった場

合、確実に完了期限までに業務を実施・完了することができるとの意思表示を書面により

証明することをいう。 

 

(8) 実施要項の検討に当たり、外部有識者から意見を聴く場合、外部有識者又は外部有識者

が属する民間事業者でないこと。 

 

 

５ 民間競争入札に参加する者の募集 

(1) 民間競争入札に係るスケジュール(予定) 

①  入札公告               平成 21年 12 月下旬頃 

②  入札説明会             平成 22年 1月中旬頃 

③  入札説明会後の質問期限 平成 22年 1月下旬頃 

④  入札書類提出期限       平成 22年 2月上旬頃 

⑤  入札書類の評価         平成 22年 2月下旬頃 

⑥  開札・落札者等の決定    平成 22年 3月上旬頃 

⑦  契約の締結             平成 22年 4月 1日 

 

(2)入札実施手続 

① 入札説明会後の質問受付 

  入札公告以降、国土交通省において入札説明書の交付を受けた者は、本実施要項の内

容や入札に係る事項について、入札説明会後に、国土交通省に対して質問を行うことが

できる。質問は原則として電子メールにより行い、質問内容及び国土交通省からの回答

は原則として入札説明書の交付を受けたすべての者に公開することとする。 
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  ただし、民間事業者の権利や競争上の地位等を害するおそれがあると判断される場合

には、質問者の意向を聴取した上で公開しないよう配慮する。 

 

②  提出書類 

民間競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、入札金額を記載した書

類及び業務実施の具体的な方法、その質の確保の方法等に関する書類（以下「業務提案

書」という。）を提出する。なお、業務提案書の項目が「評価項目一覧」のどの項目に

該当するか判るようにすること。入札金額には、本業務に要する一切の経費の 105 分の

100 に相当する金額を記載することとする。また、法第 15 条において準用する第 10 条

各号に規定する欠格事由の審査に必要な書類をあわせて提出すること。 

 

③ 業務提案書の内容 

入札参加者が提出する業務提案書には、６で示す総合評価を受けるため、次の事項を

記載することとする。 

ア 事業実施計画 

イ 事業実施体制 

（ⅰ） 実施体制・役割分担 

（ⅱ） 事業実績・資格 

（ⅲ） 設備・環境 

（ⅳ） 情報セキュリティ対策 

ウ 個別業務の実施方法 

 （２(1)に示す工程ごとに記載すること。） 

 

 

６ 落札者を決定するための評価基準及び落札者の決定方法 

   本業務を実施する者（以下「落札者」という。）の決定は、総合評価落札方式によるもの

とする。なお、評価においては、国土交通省職員のほか外部有識者（評価者）による審査

を行うこととする。 

 

(1) 落札者決定に当たっての評価項目の設定 

  落札者を決定するための評価は、提出された業務提案書の内容が、本業務の目的・趣旨

に沿い、かつ実行可能なものであるか、また、効果的なものであるかについて行う。 

 

① 必須項目審査 

国土交通省は、入札参加者が業務提案書に記載した内容を、下記の必須項目について

満たしていることを確認する。すべて満たしている場合は合格とし、基礎点の７２点を

与える。なお、別紙１参照のこと。 

ア 事業実施計画 

・実施計画は２(1)に示す最低限の要求事項を履行するものになっているか。 

・実施計画は２(2)に示す留意事項の要件を満たすものになっているか。 

イ 事業実施体制 

（ⅰ） 実施体制・役割分担 

・本業務を遂行可能な人数が確保されているか。また、人員の補助体制が確立され

ているか。 

・再委託をする業務がある場合、再委託の業務内容・業者が明確に示されているか。 

（ⅱ） 設備・環境 

・調査票及び調査関係用品の整理及び保管体制を有しているか。 
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・本業務を実施する場所、設備環境（調査票の保管庫、電話、FAX、インターネッ

ト、パソコン等）が用意されているか。 

（ⅲ） 情報セキュリティ対策 

・情報セキュリティ対策は国土交通省情報セキュリティポリシーを遵守し、情報セ

キュリティを適切に確保するものとなっているか。 

ウ 個別業務の実施方法 

・２(1)に示す工程ごとに処理手順、実施方法等が具体的に示されているか。 

 

② 加点項目審査 

上記「①必須項目審査」で合格となった入札参加者に対し、加点項目について審査を行

う。効果的な実施が期待されるという観点から、評価者は、加点項目ごとに入札参加者の

業務提案書の内容を比較し、下表の審査基準に基づき各項目について０点から３点を付与

する。各入札参加者の得点は、各項目に付与された得点に、その項目の重要度に応じて設

定された加重を乗じた値とする。なお、別紙１を参照のこと。 

 

表 審査基準 

評 価 評 価 内 容 得点 

A 

B 

C 

D 

非常に優れている 

優れている 

標準的・普通 

記載なし、又は期待できない 

３ 

２ 

１ 

０ 

 

ア 事業実施計画 

・業務手順について、効率的に実施するための工夫がされているか。 

イ 事業実施体制 

（ⅰ） 実施体制・役割分担 

・統計調査に精通した責任者がいるか  

・国土交通省からの要望等に迅速・柔軟に対応できる体制が整っているか。 

（ⅱ） 専門性・資格 

・組織又は本業務従事予定者に調査内容に関する専門知識・ノウハウがあるか。 

・ISO9001 の認証を受けているか。 

     （実施組織・部門が認証を受けているかを評価し、この項目の得点配分は 

認証を受けていない：０点，認証を受けている：３点，とする。） 

（ⅲ） 情報セキュリティ対策 

・情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）又はプライバシーマークの認証

取得をしているか。 

（実施組織・部門が認証を受けているかを評価し、この項目の得点配分は、認証を

受けていない：０点，認証を受けている３点，とする。） 

・効果的なセキュリティ対策がされているか。 

 

ウ 個別業務の実施方法  

（ⅰ） 業務を適正かつ確実に行うための工夫 

・２(1)に示す工程ごとに業務を適正かつ確実に行うための工夫がされているか。 

（ⅱ）より良質かつ低廉なサービスを実現するための民間事業者の創意工夫による提案 

・調査客体に対する調査協力依頼に関し、回収率及び記入精度を向上させる観点か

ら、創意工夫が発揮された提案がされているか。 
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・督促に関し、回収率を向上させる観点から、創意工夫が発揮された提案がされて

いるか。 

・照会対応を効果的に実施する観点から、創意工夫が発揮された提案がされている

か。 

 (2) 落札方式及び得点配分 

① 落札方式 

     次の要件をともに満たしている者のうち、下記「②総合評価点の算出」によって得ら

れた数値が最も高い者を落札者とする。 

ア 入札価格が予定価格の範囲内であること。 

イ 「評価項目一覧（必須）」に記載されている項目を、すべて満たしていること。 

 

② 総合評価点の算出 

     総合評価点＝（基礎点（７２点）＋加点項目審査による加算点）÷入札価格 

 

 (3) その他 

① 落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により本契約の内容に適合した履

行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公

正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるとき

は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、上記「②総合評価

点の算出」によって得られた数値の最も高い１者を落札者として決定することがある。 

 

② 落札者となるべき者が２者以上あるときは、くじによって落札者を決定する。また、

当該入札者のうち、くじを引かない者があるときは、これに代わって入札事務に関係の

ない国土交通省の職員にくじを引かせ落札者を決定する。 

 

③ 国土交通省は落札者が決定したときは、遅滞なく、落札者の氏名又は名称、落札金額、

落札者の総合評価点等について公表するものとする。 

 

(4) 初回の入札で落札者が決定しなかった場合の取り扱い 

  初回の入札で落札者が決定しなかったときは、直ちに再度の入札を行うこととする。 

 

(5) 契約の締結後の措置 

契約の締結後、民間事業者の創意工夫により業務提案書において提案された内容を踏ま

え、事業開始までに国土交通省と十分に協議し、双方合意の下に業務内容の詳細を確定す

る。このとき、提案の採用の可否に起因する契約金額の増減は原則として行わない。また、

契約期間中において、民間事業者が業務の実績を踏まえて、民間事業者の創意工夫による

業務の改善に係る提案を行うことも可能とする。この場合は、民間事業者は国土交通省の

承認を受けた上で、契約の範囲内において業務の改善を行うものとする。 

 

 

７ 建設関連業等の動態調査における従来の実施状況に関する情報の開示 

建設関連業等の動態調査における従来の実施状況に関する情報の開示については、別紙

２のとおりとする。 

(1) 従来の実施に要した経費 

(2) 従来の実施に要した人員 

(3) 従来の実施に要した施設及び設備 

(4) 従来の実施における目的の達成の程度 
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(5) 従来の実施方法 

 

 

８ 契約により民間事業者が講ずべき措置等 

(1) 報告について 

① ２(3)で設定した本業務の遂行に当たって求められる質の確保がなされていることを

確認するため、民間事業者は、以下について、定期的に国土交通省に報告する。各々の

提出様式及び定期的な提出時期については、国土交通省が民間事業者とあらかじめ協議

の上決定する。その際、民間事業者の過度な負担とならないように留意しつつ、件数や

内容を的確に把握するとともに、時系列的な推移等、各工程の遂行の成果が明らかにな

るようにする。 

ア 調査関係用品の送付及び調査票の回収・督促の状況 

イ 調査客体からの照会対応の状況 

ウ 調査票の審査・疑義照会の状況 

 

② 国土交通省は、民間事業者から受けた上記報告内容を整理した上で、その概況を調査

年の翌年 6月末までに公表するとともに、官民競争入札等監理委員会に報告するものと

する。 

 

(2) 調査について 

国土交通省は、民間事業者による業務の適正かつ確実な実施を確保するために、上記(1)

の報告や次の①、②によるモニタリングの結果等により必要があると認めたときは、法第

26条第１項に基づき、民間事業者に対し、業務の実施状況に関し必要な報告を求め、又は

民間事業者の事務所に立ち入り、業務の実施状況又は帳簿、書類その他の物件を検査し、

若しくは関係者に質問することができるものとする。立ち入り検査をする国土交通省の職

員は、検査等を行う際には、当該検査が法第 26条第 1項に基づくものであることを民間事

業者に明示するとともに、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示するものとする。 

① 民間事業者への電話（適宜） 

国土交通省から民間事業者へ電話し、業務担当者に様々な質問を投げかけることにより、

適切な照会対応をしているかどうかを調査する。 

 

② 調査客体への電話（適宜） 

国土交通省から調査客体に電話し直接質問することにより、督促等において調査票の

記入を軽視するような発言・表現がなかったかどうか等を調査する。 

 

(3) 指示について 

国土交通省は、民間事業者による業務の適正かつ確実な実施を確保するために、上記(2)

の調査結果等により必要があると認めたときは、法第 27条第１項に基づき、民間事業者に

対し、改善策の作成・提出を求めるなどの必要な措置をとるべきことを指示することがで

きる。なお、民間事業者は、改善策の作成に当たり、国土交通省に対して助言・協力を求

めることができる。 

 

 

(4) 秘密の保持 

民間事業者は、本業務に関して国土交通省が開示した情報等（公知の事実を除く。）及び

業務遂行過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならないものとし、そのため

の必要な措置を講ずること。民間事業者（その者が法人である場合にあっては、その役員）
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若しくはその職員、その他の本業務に従事している者又は従事していた者は、業務上知り

得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用した

場合には、法第 54条により罰則の適用がある。 

なお、当該情報等を本業務以外の目的に使用又は第三者に開示してはならない。 

 

(5) 著作権等の取扱い 

①  成果物に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠権及び所有権（以下「著

作権等」という。）は、国土交通省が保有するものとする。 

 

②  成果物に含まれる民間事業者又は第三者が権利を有する著作物等（以下「既存著作物」

という。）の著作権等は、個々の著作者等に帰属するものとする。 

 

③  納入される成果物に既存著作物等が含まれる場合は、民間事業者が当該既存著作物の

使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続を行うものとする。 

 

(6) 契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

① 業務の開始及び中止 

ア 民間事業者は、２(1)①に定める業務期間の開始日より、確実に本業務を開始しなけ

ればならない。 

イ 民間事業者は、やむを得ない事由により、本業務を中止しようとするときには、あ

らかじめ、国土交通省の承認を受けなければならない。 

 

② 公正な取扱い 

ア 民間事業者は、本業務の実施に当たって、調査客体を具体的な理由なく区別しては

ならない。 

イ 民間事業者は、調査客体の取り扱いについて、自らが行う事業の利用の有無により

区別してはならない。 

 

③ 金品等の授受の禁止 

民間事業者は、本業務において、金品等を受け取ること又は与えることをしてはなら

ない。 

 

④ 宣伝行為の禁止 

ア 民間事業者及び本業務に従事する者は、「国土交通省建設統計室」、「建設関連業等の

動態調査」の名称やその一部を用い、本業務以外の自ら行う業務の宣伝に利用するこ

と（一般的な会社案内資料において列挙される事業内容や受託業務の１つとして事実

のみ簡潔に記載する場合等を除く。）及び当該自ら行う業務が建設関連業等の動態調査

の一部であるかのように誤認させる恐れのある行為をしてはならない。 

イ 民間事業者は、本業務の実施に当たって、自らが行う事業の宣伝を行ってはならな

い。 

 

⑤ 事業の同時実施の禁止 

民間事業者は、本業務において調査客体と接触する際に、同時に他の事業を行っては

ならない。 

  

⑥ 記録・帳簿書類 

民間事業者は、本業務に関して作成した記録や帳簿書類を、実施年度ごとに翌年度よ
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り５年間保管しなければならない。また、保管期間終了後は破砕等を行い判別不可能な

状態で速やかに廃棄し、国土交通省にその旨を報告しなければならない。 

 

⑦ 権利の譲渡の禁止 

民間事業者は、原則として、本契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に

譲渡してはならない。 

 

⑧ 実施状況の公表 

民間事業者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ国土交通省

の承認を受けなければならない。 

 

⑨ 再委託 

ア 民間事業者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはならない。 

イ 民間事業者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合は、原

則としてあらかじめ業務提案書において、再委託に関する事項（再委託先の住所・名

称、再委託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託

先の業務履行能力並びに報告徴収その他運営管理の方法）について記載しなければな

らない。 

ウ 民間事業者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委

託に関する事項を明らかにした上で国土交通省の承認を受けなければならない。 

エ 民間事業者は上記イ又はウにより再委託を行う場合には、民間事業者が国土交通省

に対して負う義務を適切に履行するため、再委託先の事業者に対し前記「(4) 秘密の

保持」及び本項に規定する事項その他の事項について必要な措置を講じさせるととも

に、再委託先から必要な報告を徴収することとする。 

オ 上記アからエまでに基づき、民間事業者が再委託先の事業者に業務を実施させる場

合は、すべて民間事業者の責任において行うものとし、再委託先の事業者の責めに帰

すべき事由については、民間事業者の責めに帰すべき事由とみなして、民間事業者が

責任を負うものとする。 

 

⑩ 請負内容の変更 

民間事業者及び国土交通省は、本業務の更なる質の向上の推進又はその他やむを得な

い事由により本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を提出し、

それぞれの相手方の承認を受けなければならない。 

 

⑪ 契約の解除等 

国土交通省は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することが

できる。 

ア 法第 22条第 1項第 1号イからチ又は同項第 2号に該当するとき。 

イ 暴力団員を業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになったとき。 

ウ 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明ら

かになったとき。 

 

 

⑫ 契約の解釈 

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と国土交通省と

が協議するものとする。 
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９ 第三者に損害を加えた場合における民間事業者が負うべき責任 

本契約を履行するに当たり、民間事業者又はその職員その他の本契約の履行に従事する

者が、故意又は過失により第三者に損害を加えた場合における、当該損害に対する賠償等

については、次に定めるところによるものとする。 

(1) 国土交通省が国家賠償法（昭和 22年法律第 125 号）第 1条第 1項等に基づき当該第

三者の対する賠償を行ったときは、国土交通省は民間事業者に対し、当該第三者に支払

った損害賠償額（当該損害の発生について国土交通省の責めに帰すべき理由が存する場

合は、国土交通省が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償

することができる。 

(2) 民間事業者が民法（明治 29年法律第 89号）第 709 条等に基づき当該第三者に対する

賠償を行った場合であって、当該損害の発生について国土交通省の責めに帰すべき理由

が存するときは、当該民間事業者は国土交通省に対し、当該第三者に支払った損害賠償

額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償することができる。 

 

 

１０ 法第７条第８項に規定する評価に関する事項 

(1) 実施状況に関する調査の時期 

国土交通省は、内閣総理大臣が評価を行うに当たり必要な情報を収集するため、本業

務の実施状況について毎年度末時点における状況を調査するものとする。 

 

（2）調査の実施方法 

    国土交通省は、民間事業者に対し、８ (1)の報告等を基に、下記(3)の調査項目につい

て必要な調査を行い、数値的な質の維持向上が達成されたかを定量的に評価するととも

に、工程ごとに業務が適確かつ効果的に実施されたかを定性的に評価する。 

 

（3）調査項目 

①８ (1)に掲げる項目 

②実際に本業務の実施に要した人員及び経費 

 

(4) 国土交通省は、上記調査に際して、必要に応じ、民間事業者及び調査客体から直接意

見の聴取等を行うことができるものとする。 

 

(5) 国土交通省は上記調査についてとりまとめた本業務の実施状況等を内閣総理大臣に提

出するに当たり、外部有識者の意見を聴くものとする。 

 

 

１１ その他の実施に関し必要な事項 

 

(1) 統計法令の遵守 

本業務の実施に関し、民間事業者は、統計法（平成 19年法律第 53号）その他関係法

令を遵守するものとする。特に、統計法は第 41 条において、同条に定める業務に関し

て知り得た個人又は法人その他の団体の秘密を漏らしてはならないと定めており、民間

事業者はそのための措置を講ずること。 

 

(2) 本業務に従事する者は、刑法（明治 40年法律第 45 号）その他の罰則の適用について

は、法令により公務に従事する職員とみなされる。 
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(3) 次の①及び②のいずれかに該当する者は、法第 55条の規定により三十万円以下の罰金

に処されることとなる。 

① ８ (1)による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は８ (2)による調査を拒み、

妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし

た者 

② 正当な理由なく、８ (3)による指示に違反した者 

 

(4) 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員が、その法人又は

人の業務に関し、上記(3)の違反行為をしたときは、法第 56 条の規定により、行為者を

罰するほか、その法人又は人に対して上記(3)の刑を科されることとなる。 

 

(5) 実施状況等の官民競争入札等監理委員会への報告 

国土交通省は、民間事業者に対する会計法令に基づく監督・検査の状況について、業

務終了後に官民競争入札等監理委員会へ報告するとともに、法第 26条及び第 27条に基

づく報告徴収、立入検査、指示等を行った場合には、その都度、措置の内容及び理由並

びに結果の概要を官民競争入札等監理委員会へ報告することとする。 

 

(6) 国土交通省の監督体制 

① 本契約に係る監督は、契約担当官等が、自ら又は補助者に命じて、立ち会い、指示

その他の適切な方法によって行うものとする。 

② 本業務の実施状況に係る監督は、８ (2)により行うこととする。 

 

(7) 会計検査について 

民間事業者は、会計検査法（昭和 22年法律第 73号）第 23条第 1項第 7号に規定する

者に該当することから、会計検査院が必要と認めるときには、同法第 25条及び第 26条

により、同院の実施の検査を受けたり、同院から資料・報告等の提出を求められたり質

問を受けたりすることがある。 
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別紙１

細項目 評価項目 評価の観点

ア　事業実施計画

実施計画は最低限の要求事項を履行するものになっているか。 合否

実施計画は留意事項の要件を満たすものになっているか。 合否

業務手順について、効率的に実施するための工夫がされているか。
効率性

－ 3 1

イ　事業実施体制

本業務を遂行可能な人員体制が整っているか｡また､人員の補助体制が確立されている
か｡

合否

再委託をする業務がある場合、再委託の業務内容・業者が明確に示されているか。 合否

統計調査に精通した責任者がいるか。
専門性

－ 3 1

国土交通省からの要望等に迅速・柔軟に対応できる体制が整っているか。
迅速性

－ 3 1

組織又は本業務従事予定者に調査内容に関する専門知識・ノウハウがあるか。
専門性

－ 3 1

ISO9001の認証を受けているか。
資格

－ 3 1

調査票及び調査関係用品の整理及び保管体制を有しているか。 合否

本業務を実施する場所、設備環境（調査票の保管庫、電話、FAX、インターネット、パソコン
等）が用意されているか。

合否

情報セキュリティ対策は国土交通省セキュリティポリシーを遵守し、情報セキュリティを適切
に確保するものとなっているか。

適格性 合否

情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）又はプライバシーマークの認証取得をしてい
るか。

資格 ー 3 1

効果的なセキュリティ対策がされているか。
効果的

－ 3 1

ウ　個別業務の実施方法

処理手順、実施方法等が具体的に示されているか。
適格性

合否

業務を適正かつ確実に行うための工夫がされているか。
確実性

－ 3 1

処理手順、実施方法等が具体的に示されているか。
適格性

合否

業務を適正かつ確実に行うための工夫がされているか。
確実性

－ 3 1

各調査客体に対する調査協力依頼に関し、回収率及び記入精度を向上させる観点から、
創意工夫が発揮された提案がされているか。

創造性 － 6 2

処理手順、実施方法等が具体的に示されているか。
適格性

合否

業務を適正かつ確実に行うための工夫がされているか。
確実性

－ 3 1

督促に関し、回収率を向上させる観点から、創意工夫が発揮された提案がされているか。 創造性 － 6 2

処理手順、実施方法等が具体的に示されているか。
適格性

合否

業務を適正かつ確実に行うための工夫がされているか。
確実性

－ 3 1

照会対応を効果的に実施する観点から、創意工夫が発揮された提案がされているか。
創造性

－ 6 2

業務を適正かつ確実に行うための工夫がされているか。
確実性

－ 6 2

合計得点 72 57

－

－

－

－

－

－

処理手順、実施方法等が具体的に示されているか。 適格性 合否 －

評価項目一覧

－

適格性

適格性

適格性

－

－

－

調査関係用品の印刷

－

調査票審査及び照会
対応

調査票の回収・督促

調査関係用品の送付

集計、推定、結果表
の作成

(ｱ)

(ｴ) 情報セキュリティ対策

専門性・資格(ｲ)

(ｳ) 設備・環境

(ｱ)

実施計画

実施体制・役割分担

大
項
目

中
項
目

小
項
目

得点配分

必須
加
点

加
重

(ｲ)

(ｳ)

(ｴ)

(ｵ)
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別紙２

　従来の実施状況に関する情報の開示

　１　従来の実施に要した経費 　　　　　（単位：千円）

（国土交通省）
　 常勤職員

非常勤職員
物件費

委託費
定額部分
成功報酬等
旅費その他

計(a)

減価償却費 0 0 0

退職給付費用 0 0 0

(b) 間接部門費 0 0 0

(a)＋(b) 4,033 4,028 4,710

0
4,710

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

0
4,028

4,7104,033

0

参
考
値

（注記事項）

0

0
0

0

0

4,033

4,028
委託費等

00

人件費
0

0

00
0

・本事業は従来から「建設関連業等動態調査」に係る業務を一括して民間事業者に委託している。

・国土交通省の委託費の積算には、調査に係る物件費、消耗品費、印刷製本費、郵送費、電話代、人件
　費が含まれる。

・平成21年度の委託費は、3,749千円。

・調査内容は、平成18年度から20年度において変更していない（調査対象者数も各年度313で変更なし
　（ただし、21年度から317に変更）。）。 

・委託費の増減は、入札額の変動による。
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別紙２
（続き）

　２　従来の実施に要した人員 　　　　　　（単位：人）

常勤職員 0 0 0

非常勤職員 0 0 0

　３　従来の実施に要した施設及び設備

（注記事項）

　本事業は、従来から調査の実施及び集計に係る一連業務を一括して民間事業者に委託しており、本実施要項に基づく
事業の遂行が可能な施設及び設備が必要。

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

（注記事項）

（業務従事者に求められる知識・経験等）

　○統計調査に関する基礎知識
　○情報処理（パソコン操作）に関する基礎知識

（業務の繁閑の状況とその対応）

　○本調査は月別調査であるため、時期による業務の繁閑はない。
　○月毎の人員配置も変わらない。
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別紙２
（続き）

　４　従来の実施における目的の達成の程度

【確保されるべき質としての結果の正確性について】

　納品された結果表について、毎月、過去の傾向等から外れ値の有無を審査し、業務が適正かつ確実に行われているか
どうかを確認している（本業務の実施における目的は達成されているものと判断。）。

実績目標・計画 実績 目標・計画 目標・計画 実績

77.4% 100.0%

平成18年度 平成19年度 平成20年度

　各年度の回収率は、毎月の回収率（回収数／調査対象者数（313社））から算定した年平均の回収率である。
　調査対象者は毎年度（４月実績分調査から）業種別に年間売上高の上位会社を選定しており、毎年度、調査対象者を
一部変更している（変更数：４、５社）。

83.8%回収率 100.0% 79.2% 100.0%

66

68

70

72

74

76

78

80

82

84

86

88

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

18年度

19年度

20年度

(％)

【月別回収率の状況】
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別紙２
（続き）

５従来の実施方法
従来の実施方法（業務フロー図等）

　　別紙３参照

（事業の目的を達成する観点から重視している事項）

　○回収率の向上策について

　　　・国土交通省総合政策局情報安全・調査課建設統計室長名で調査協力依頼文を

　　　 民間事業者が発送。

　　　・建設関連業の各関係団体を通じて、国土交通省が調査の協力依頼を行う。

　　　・調査に協力して頂けない対象者への訪問による調査協力依頼を国土交通省が

　　　  可能な範囲で行う（平成２０年度調査では平成２０年３月～４月にかけて６件実施）。

　　　・提出期限に回答がない調査対象者へ、民間事業者が電話により督促を行う。

　○調査方法（平成２０年度調査）

　　　・郵送：４５％、オンライン等：５５％

　○照会対応の状況（平成２０年度調査）

　　　・照会件数：６０件（月平均５件）

　○督促の実施状況（平成２０年度調査）

　　　・電話による督促：１，２００件（月平均１００件）
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日
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～
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5
日
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2
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国
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（
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（
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先

を
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）

（
毎
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日
公

表
）
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原
稿
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成

）

建
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等
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の
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計
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定
、
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の
作
成
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査
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の
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・
提

出

調
査

対
象

者

調
査
関
係
用
品

の
印
刷
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査

関
係

用
品

の
送

付
調

査
票

の
回

収
・
督

促
調
査
票
審
査

・
照

会
対

応

調
査

対
象

数
（
合

計
：
3
1
7
社

）
　
測

量
業

：
5
0
社

　
建

設
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
：
5
0
社

　
地

質
調

査
業

：
5
0
社

　
建

設
設

計
業

務
：
9
0
社

　
建

設
機

械
器

具
リ
ー
ス
業

：
5
0
社

　
重

仮
設

リ
ー
ス
業

：
1
2
社

　
軽

仮
設

リ
ー
ス
業

：
1
5
社
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（参考）

都道府県 対象者数

北海道 12

青森県 2

岩手県 2

宮城県 4

秋田県 1

山形県 0

福島県 1

茨城県 2

栃木県 0

群馬県 3

埼玉県 5

千葉県 4

東京都 155

神奈川県 3

新潟県 8

富山県 2

石川県 3

福井県 1

山梨県 0

長野県 2

岐阜県 4

静岡県 4

愛知県 17

三重県 1

滋賀県 0

京都府 4

大阪府 34

兵庫県 3

奈良県 0

和歌山県 1

鳥取県 1

島根県 0

岡山県 8

広島県 10

山口県 0

徳島県 1

香川県 2

愛媛県 1

高知県 0

福岡県 7

佐賀県 1

長崎県 0

熊本県 2

大分県 2

宮崎県 2

鹿児島県 1

沖縄県 1

合計 317

都道府県別調査対象者数（平成２２年度）
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